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新製品開発のための情報システムと
その管理について
小島敏彦
1. はじめに
企業活動における新製品開発の重要性はますます高まっている。その活
動の起点は顧客の潜在的ニーズを察知した製品コンセプトづくりと技術等
のシーズを調査・実験・探求する研究活動である。これらはともに，企業
が新製品を創造するため，不確定な未知に対する予測・願望を基礎に行わ
れるものであり，開発過程を通じて投下する経営資源は発売時に向けて増
大してゆく。そのため，経営的にはリスクとムダを覚悟しなければならな
い。それは時間的，経済的な負担を事前に一方的に要求し，その効果が未
来に実現するので，資源配分の方向づけには経営者の意思と共に長期的洞
察力と決断力が要請される。このような不確定な未来への不安を和らげ，
リスクを減少するための活動が経営における情報管理活動である。
近年の情報通信技術の進歩の速さには目を見張るものがある。新製品開
発活動分野でも多種多様な情報を同時的に多量に利用して，創造的な研究
開発活動を支援する情報ネットワークシステムの有効利用が可能となって
きつつある。特に，開発部門のエンドユーザーが一人一台のパソコンを使
用し， GUI機能の充実やWEBによる操作等が容易となり，電子メールの
普及により開発担当技術者間や管理者がネットワークによるコミュニケー
ションが可能となってきたことが大きい。さらに，従来，マニュアルで行
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っていた開発情報収集やその分析処理，実験・測定機器からの大量のデー
タ処理，高度な技術計算による図面の設計および管理などがデイジタル・
データによって処理蓄積され．統合化されるようになった。これらの情報
システムの開発導入によって新製品開発業務のスピードと質的な向上に有
効性を発揮しつつある。
ここでは，新製品開発の有効性と効率性を支援する情報システムとその
管理のあり方について考察する。
2. 新製品開発管理の課題と情報システム
新製品開発管理とは新製品開発のための管理であり，それは効果的に新
製品を見いだし，その開発を効率的におこなうための管理を目指すもので
ある。そのためには，開発テーマの中で有望なものを絞り込み，それに重
点的に経営資源を投入し，研究開発活動のスピードを上げ，所期の成果を
上げるための総合的・経営的な観点から管理してゆくことである。この活
動は，企業戦略，研究開発，財務，人事，生産，マーケティング等の諸職
能が密接に情報を交換しあって推進する必要があるので，いかに効果的に
各部門の協力体制を構築し，運用するかが成否に重要な影響を与える。各
セクションが有効かつ効率的な活動を可能とするためには，開発製品に関
する CADデータを含めた図面，部品表，文書などの標準化を進め，その電
子情報化によるデータベースを構築し，各部門からのアクセスを可能にす
ることにより，部門間相互のコミュニケーションを図りつつ推進すると共
に，個人情報，グループ情報，部門情報が孤立することなく円滑な流通が
図られなければならない。
新製品開発活動に対しては関心も高まり，経営資源を投入し努力してい
るにもかかわらず開発活動がなかなかスムーズに進展しないし，またヒッ
トする新製品は少ない。むしろ，成功より失敗するケースが多いのである。
その主な理由は，技術的，市場的，組織的方法のいずれか或いはすべての
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面が不十分であったといえるが， とりわけ，人的諸活動を効果的に管理す
る体制と情報システムの支援不備をあげることができる。これらの問題の
主要なものを整理すると次のようになる。
(1)トップマネジメントの製品開発方針の設定とその徹底が十分されていな
し‘
(2)資源配分において，フレキシブルな運用が出来ていない
(3)開発プロジェクトの評価体制が不十分で，プロジェクト・コントロール
が難しい
(4)研究開発を支援する情報インフラが不十分で，社内外情報をうまく取り
込んだデータベースの構築が十分できていない
(5)市場実態の認識が不十分で，市場導入のタイミングや販売努力が欠如し
ている
(6)研究開発リーダーの意識とリーダーシップが不十分である
また，推進の中心的役割を果たす企画開発の業務自体も次のようなの特
徴があり，管理上の課題となっている。
(1)業務が多種多様非定型であるので業務の流れや内容が標準化しにくい
(2)業務推進における自由度が高いので推進方法が定まらない
(3)個人的な技術能力，経験に依存しており，個人差がある
(4)業務の進捗状況が把握できない，問題点が見えにくい
これらの課題から，開発における個人及びチーム活動の推進を効果的に
支援する情報システムとその推進の管理体制づくりが重要となることが分
かる。
3. 新製品開発の管理システム
開発活動の管理システムはトータルな経営管理システムの1つのサプシ
ステムとして考えることができる。特に長期経営計画，予算統制，人事管
理，販売管理，生産管理などと密接な関連をもっているので，各職能部門
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図1 新製品開発の管理システム（事業化決定まで）
と有機的な協力関係のもとに推進される。このシステムは図 1に示される
ように， 3つの分野にまとめられる。その中心は，開発の方針，目標を設
定したり，どのような製品コンセプト（テーマ）を選択するかとか，決め
られたテーマの効果的な管理をどう行うかというプロジェクト全体のマネ
ジメントシステムである。そして，他の 2つは，そのプロジェクト推進の
主体者である人材を管理する人事管理システムと技術情報や資金の流れを
管理するサービス・サポート・システムである。
新製品開発管理の重点は個々のプロジェクトをいかに効果的に推進させ
るかというところにあるが，その前提として，経営戦略の主要な部分であ
る製品戦略が大きく影響する。これはトップの方針により決定するが，そ
れをうけて開発計画を編成する。これらの意思決定には，それを支援する
ための情報システムが要請される。過去から最新までの市場情報，技術情
報さらに経営資源情報をデータベース化し，適時にアクセス可能とするこ
とで開発計画業務を支援するものである。
プロジェクト・マネジメントは，開発計画の編成をうけてすすめる。開
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発計画は開発すべきテーマ（製品等）に対してプロジェクトを編成し，各
テーマに対して目標，納期，責任者と要請される業務概要を明示すること
により，チーム別に開発期間の予算等の経営資源を割り当てて設定する。
個々のテーマ別プロジェクトは，その活動の推進に伴って一定の時点毎に
評価検討を加え，内容が拡充されたり，廃棄中断されたりして常に変動す
る。これは推進途上で，関連する諸条件変化の影響を受けるためである。
したがって，開発計画も定期的にプログラム全体の改訂・編成を行う必要
がある。編成のサイクルは通常，会計年度に合わせて， 1年または半年で
あるが，特に動きの激しいプロジェクトとか大きな変化が発生した時には
3ヵ月とか 1ヵ月ごとに見直す。この見直しは，開発投資の効率化，すな
わち，投入される資源を一定として，アウトプットされる開発成果を最大
にするために行う。そのため，評価基準はテーマの目標性能・コストなど
の達成度（対時間），予算の成果に対する効率（対資金），不確実性の低減
努力度（対人間）となる。
ここでいう資源とは ①研究・技術者などの人的資源，②開発費用など
の資金，③新製品開発の情報（知的資産），④研究開発用の設備・資材をい
う。この資源の適正な配分には概念的に 3つの段階がある。各段階を全社
的レベル（マクロ），分野別レベル（セミマクロ），プロジェクト・レベル
（ミクロ）に分けて，評価・配分をするが，これは開発計画の検討すなわ
ち，予算編成の時点に行う（図 2)。
これは，研究開発予算の総枠決め，配分，割当て，積み上げ，配分修正
を繰返しながら，各テーマの関連性と貢献性を考應して，それぞれに適正
な資源配分をめざすものである。すなわち，次のような手続となる。
①各部門からのアイデア，提案の処理
②開発方針に基く，開発費の総枠の決定と重点テーマの設定
③申請テーマ・仕掛りテーマの評価とそれぞれへの予算枠の設定と修正
④全てのプロジェクトの開発の進行状況が明らかになるように開発計画
書を作成する。
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全体的評価（投資総額の決定）中長期計画
分野別評価（投資の配分適正化）年次計画
プロジェクトの（プロジェクトの決定）半期計画
選別 （随時）
図2 開発計画における資源配分の概念
大規模企業の開発部門のように，多くのプロジェクトが並行して進めら
れる場合は，このような編成手続（資源配分手続）が管理上重要である。
しかし，中小企業では開発プロジェクトがそれほど多くないので，限られ
たプロジェクトに企業の命運をかけるのでリスクは高くなる。この場合は
個別のプロジェクト・マネジメントが重要となる。
プロジェクトの推進管理は，アイデア創出段階からテーマを選定し，開
発着手，製品設計，事業化決定と生産準備，本格的生産・販売に至るまで
の個別プロジェクトの全過程を管理することである。これについては，新
製品開発プロセスとして，マーケティング等の立場からも多くの論及があ
り，その期間短縮を目指して後述するコンカレント・エンジニアリングが
重視されつつある。
この開発プロジェクトのマネジメントでは，①プロジェクトをどのよう
に選定するか，②進行上の方向づけをどう行うか③プロジェクト・コント
ロールのために，プロセスをどう区分し，各ステージでの成果とコストの
進行状況をどう管理するかが課題であり，そのための方法論を明確にする
ことである。
プロジェクトの選定については，図 3にその方法論の事例を示す。これ
は開発するテーマを決定し， 1つのプロジェクトとしてとりあげるまでの
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プロジェクト実施
図3 プロジェクト選定プロセスの例
プロセスである。技術予測・市場予測・競争等の環境変化（価値観の変化
など）からのインパクトによって，生まれた開発テーマは企業の戦略的方
針からの評価基準に基づいて選別される。そして，まず第一次開発テーマ
を選定する。次に関連樹木法などによる開発項目の摘出を行い，同時に顧
客等の外部からの開発要望をもとり入れる。さらに，開発に要する資源と
か技術的問題点などの制約を考慮して，テーマの内容を詳細化する。最後
に，効果，市場適合性，成功確率などの評価甚準に基づいて選別し，そこ
で開発のテーマを決定する。これによってプロジェクトが実施されること
になるわけである。
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4. 新製品開発業務の情報化
近年では情報通信技術が進展し，個々の業務遂行のレベルから，複数の
業務，複数部門の技術者の協同的開発の推進を可能にし有効性と効率性の
向上をめざしている。
4 .1 商品企画の情報化
商品企画段階では潜在ニーズの仮定に基づく商品コンセプト創造の活動
と科学技術シーズの調査研究によるシーズ探求活動の 2つがある。
ニーズの探求活動では，市場調査をもとに，その潮流をよく認識し，現
相談窓口
ECHO/ES 
（相談結果入力）
花王の各部門
ECHO/SS 
・商品情報
•生活情報
•最新相談情報状況
・定型検索
・相談内容別発生比率
・相談者氏名検索
・工事、研究所、販売
・マーケティング
商品への反映 ・商品の改良、開発
・情報の開発
注）
・ハイキャプテン
・トスファイル
・DS-7E 
ECHO: エコー システム
ES: 入カシステム
s: サポー トシステム
AS: 分析システム
図4 花王の消費者相談情報システム（エコーシステム）
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実的な情報とくにターゲット顧客からの相談・クレームや改良要望情報さ
らに新製品の試作テスト情報等を基にしてコンセプトの創造をおこなう。
これは顧客満足の追求 (CustomerSatisfaction)の立場から，顧客・市場
等の情報管理システムを構築し，これを開発を担当する関係者全員が一体
となって開発に必要な情報の受発信をすることにより効果的な運用をおこ
なう。
花王では20年前から消費者の声を製品改良や開発に反映させるための
「エコーシステム」を開発し，電話等で相談窓口に寄せられる顧客の声を
データベース化している。年間4万件にのぽる相談・苦情等は細かく分類
され，約200台の全国事業所で見ることが出来る。各製品の開発担当者はこ
のデータベースに自由にアクセスし，問題点の解決等とともに製品改良・
開発に利用している。
また，クレーム情報以外にも市場の潮流として，どのような有望市場が
成長しつつあるか，その市場規模や競合状況などの情報の収集・蓄積・分
析をおこない，その活用の促進も重要なものとなる。コンセプト創造は暗
黙知を主体として行われるべきものであるので，収集・分析された形式知
図5 花王の研究開発支援システムにおける情報共有
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情報だけでは画期的なものは生まれない。そのため企画担当グループの人
間的な対話（コミュニケーション）の場づくりのシステムも併せて構築す
ることが重要となる。さらに，創造されたコンセプトの効果を実際の顧客
にテスト分析するプロセスも必要となるが，この分析では，実験計画法な
ど統計的手法の諸アプリケーションが利用できる。
新製品開発がしばしば失敗する原因の一つは技術指向に偏りすぎて，市
場の実態を無視することである。このような情報技術の活用により，顧客
の実態とウォンツを迅速，正確に認識し，それに応じた商品コンセプトの
創造が可能となるので，市場導入の円滑化に効果を発揮する。
シーズ探求活動は，最先端の科学技術の研究・調査を推進することであ
る。その主要な項目は，最先端の科学技術シーズそのものであるが，その
外に他社の研究開発推進状況，研究開発に対する法律や行政情報（特許情
報など），社会的ニーズなどの情報を関連学会，共同研究機関，公共機関な
どから収集し，分析・提供することである。
研究者の創造活動は個人的な「情報体系の枠」に依存して行われるので，
各研究者の「情報体系の枠」を統一化することはしないで，利用可能なデ
ータベースはできるだけ統一し，自由に活用しやすくする。さらに，情報
ネットワークを通じて，研究者が協同的に，共通の課題に向けて情報交換
を行うことにより，空間的距離の壁を超えて，創追的グループ研究の活動
を行うコラポレーションの可能性も模索されている。
これらのニーズとシーズの探求が融合し，コンセプトづくりのおける協
同的創作が可能となる。さらに創造工学，感性工学と呼ばれる新しい技術
が育ちつつあり，それらの応用アプリケーションがマルチメディア機器の
発展により， VR(バーチャル・リアリティ）技術を応用したコンセプト
の模擬的表現システムが急速に普及しつつある。
4.2 製品設計•生産準備の情報化
この段階は，創造性を重視するコンセプト企画が終了し，それを受けて
新製品開発のための情報システムとその管理について（小島） (1019) 53 
製品設計等がスタートするので効率的業務推進のため，情報化が重視され
る。 CAE,CADなどのシステム・機器の利用とともに生産に向けてのコン
カレント開発が重要となる。この段階での効率性の追求には2側面がある。
第一に，業務それ自体の情報システム・機器の活用による遂行スピードの
向上があり，第二に，業務運営のしくみを並行処理システムとし開発リー
ドタイムの短縮化を狙うものである。
業務それ自体の効率化として，コンセプトの製品デザイン化において，
エンジニアリング・データベースが整備されることにより， CAE,CADや
バーチャル・デザイン（複数専門技術者による仮想的開発活動）が有効性
を発揮する。 CAEは，その製品を，コンピューターが理解できる形にモデ
ル化して，設計に必要な構造強度，振動特性，熱的特性，制御特性などの
データをコンピューターで解析し，製品の性能を事前に評価するものであ
る。試作した製品の実験データを，コンピューター内で解析結果と合成し，
確度の高いシミュレーションを行うことも可能となる。大規模な計算には
スーパーコンピューターが使われるがパソコンで計算できるものが増えて
きた。また，コンピューターを利用して設計図面を描く技術としての CAD
は，最近のパソコン CADがその代表例である。二次元CADが主流を占め
ていたが，最近では三次元CADが急速に普及している。CADの機能には，
製図機能のほかに，重心や面積などの計算機能などがある。手書き製図に
比べて図面の修正や再作図が容易であるだけでなく，拡大，縮小，回転，
移動などが瞬時にでき， しかも JIS規格部品はデータを入力するだけで作
図できる。これによって設計業務の生産性は飛躍的に向上した。フロッピ
ーでデータの授受をしたり，インターネットなどを通してデータを送るこ
とができる。
また， CADデータをもとにCAMやCAEのデータを自動的に生成でき
るようになった。設計から生産まで自動化したシステムがCAD/CAMで
ある。
三次元CADは，従来のCADデータが主に二次元で構成されていたのに
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対して，データが三次元で，主としてソリッドモデルすなわち中身の詰ま
った立体モデルが使われる CADである。 CAE用のモデルヘの変換，表面
積や重心計算，立体表示が可能であり，干渉チェックや形状チェックがで
きるので，三次元CADを使った設計では，試作後の設計変更が少なくなる
など利点が多い。しかし，扱うデータ量が膨大になり，入力にも多大な労
力がかかるなど課題もある。
このように， 3次元CADではデザインから生産準備に至るまですべて
を3次元ソリッドモデラーで形状を表現できる。 3次元データは，形状に
意味をつけることができ，解析や形状の創造が容易になるだけでなく，自
動工程設計や生産での自動品質管理も可能になる。また，解析を重ねるこ
とによりデータが蓄積でき，現物による実装テストも削減できる。
さらに，三次元CADデータを直接利用する光造形システムのステレオ
リソグラフィー（光硬化性樹脂による成形）の応用によって，試作や成形
型の製作期間の短縮と試作数の削減に効果がある。
5. コンカレント・エンジニアリング (CE)
業務運営のしくみの改革による効率化としてコンカレント・エジニアリ
ング（以下CEと呼ぶ）がある。 CEは並行的開発技術であるが，その対
象とする範囲は広く，顧客ニーズの把握から製品の廃棄・回収までを含ん
だ製品ライルサイクル全般に全体に関わるコンセプトである。すなわち，
「製品開発の各プロセス業務を同時並行的に推進するための統合的かつシ
ステマチックなアプローチである」。すなわち，消費者ニーズに合った製品
を如何に早く開発するかという命題に対して．商品企画から始まり，構想
設計．製品設計．生産設計．生産準備などの全体プロセスでの総所要時間
をでき得る限り，短縮するために，情報技術・管理技術を応用し．情報の
共有化により並行して組織的協同作業を進めものである。したがって， C
Eにおける開発組織運営の特徴は．クロスファンクショナルな活動と開発
新製品開発のための情報システムとその管理について（小島） (1021) 55 
プロセスの並列的推進ということができる。
5. 1 開発リードタイム短縮化による効果
開発のスピード化すなわち開発リードタイムの短縮化については，顧客
が欲しいと思う製品を早急に開発し，市場に投入可能となるので重要な戦
略要因である。次のような種々のメリットがある。
①資金コストの減少（投入資金の回転率を高め，金利などの費用の低減）
②研究開発の固定費の低減（減価償却費，事務関連費などの固定的間接
費が開発期間短縮により相対的に低減）
③開発製品のもたらす利益の先取り（早期市場導入は，利益を早く実現）
④競争優位によるシェア獲得（競争に先手をうち，販売機会とシェアの
拡大）
⑤開発リスクの低減（開発期間が長くなるとリスクは増大）
反面，開発リードタイムの短縮化のために，急ぐあまり，製品信頼性の
低下や経営資源の増加をきたすというデメリットを発生する可能性がある
が，並行作業による時間的負担の均等化とチームワークにより，総合的に
はデメリットをカバーする効果をもたらすことが可能である。さらに，開
発リードタイムの短期化は，開発製品の改良リードタイム（マイナー・チ
ェンジ）の短期化につながり，製品の改良のスパイラルなスピードの向上
を可能とするのである。
CEは，情報及ぴ管理技術を製品開発プロセスに応用することによって，
革新的にプロセスの効率化を促進するエンジニアリング・アプローチとい
えるが，現時点では， CEに対する期待とは裏腹に，具体的に応用するた
めの方法論体系が，一般化されているとはいえない。
その理由として，対象となる製品開発プロセスは，分業化・標準化の進
んだ生産プロセスと比較して，開発スタッフの個人的能力に依存する割合
が高く，極めて属人的で主観的な作業遂行・管理環境にあること。また，
その管理が自主性重視で不透明であり，さらに，設備等のインフラが十分
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整備されているとはいえないため，プロセス上の問題点の把握が困難な環
境にあるからである。そのため，効果が最も大きいと期待される量産タイ
プの製品等を中心に展開されることが多く，その場合，狙いは“良い製品
を早く市場に出すこと＂となる。
良い製品を早く開発するためには，設計・製造品質が高い製品を開発す
ることが前提条件であり，開発工数の投入も業務の見直しにより短縮化で
きることから，低コスト設計が実現されることになる。したがって， CE
の目的は製品のQCD(品質，コスト，納期）全体の管理水準の向上という
ことができる。
5.2 CEの推進システム
CEの推進には大きく 2つの特徴がある。
①顧客満足度・設計品質・製造容易性の向上等の開発初期段階での集中
的検討（フロント・ローディング）
企業の総合能力を製品開発の源流である初期設計の段階で投入し，後
工程である生産準備，生産，販売の担当者も参加し，後戻りのない高
品質で低コストを目指した設計を行うのである。
②製品開発プロセスの一貫的な流れの構築（パラレル開発）
前工程の終了を待たないで，部門を越えた情報の共有化により，後エ
程で可能な業務を並行的に着手し，開発リードタイムの短縮をする。
これらの特徴を生かすために，情報インフラの整備の活用，設計の標準
化，組織体制の整備，個人の情報リテラシー向上等が必要条件となる。
5.3 2つの業務推進方式の比較
開発業務の推進プロセスとして， リレ一方式（直列型）とコンカレント
方式（並列型，パラレル型）がある。
(1)リレ一方式（直列型）の業務推進プロセス
リレ一方式の業務推進プロセスにおける作業とその時間要索について
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は，開発の業務プロセス別に専任の業務担当部門が構成されていて，順
次にその部門業務の終了後に次プロセスの部門に渡される。
①業務担当部門の独立性は高く，定められた担当のプロセスを専門的に
実施する
②各プロセス間は，主として文書による個別のインターフェース（仕様
書，設計図，試験要領書，操作マニュアルなど）によっで情報の伝達
が行われる
③デジタル情報による情報共有は不十分である
また， リレ一方式型業務プロセスでは，実質作業時間以外に次のよう
な時間要索が含まれる。
①作業順序待ち時間
②各プロセス間の情報伝達時間（データ変換， ドキュメント理解，意思
疎通）
③不具合修正の手戻り再作業時間
専任部門による作業のため，視点が自部門主体となり，他部門から見
て不具合を発生しがちである。たとえば，運用段階で発見された仕様
上の不具合は順序を遡り担当部門に差し戻され，再度この不具合に関
する一連の直列的業務がされる。
④市場（顧客）要求の変化に伴う仕様変更再作業時間
一般的市場の傾向として製品の高度化，要求の多様化があるが，対象
となる製品が高度化すればするほど不具合の率は増えるし，また要求
が多様になるほど仕様変更の率は増える。したがって， リレ一方式で
は，対応が困難となることが懸念される。
(2)コンカレント方式の業務推進プロセス
リレ一方式に対して，コンカレント方式の業務推進プロセスのメカニ
ズムは，複数部門の専門家が同時に並行して業務を行なえるようにして
いる。
①直列型業務プロセスヘのリエンジニアリング (BPR)の実施
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直列型業務プロセスをトータルライフサイクルの観点から見直し，無
駄のない工程とする。
②各業務プロセスの細分化による，業務内作業完了後の次業務への引き
渡し業務が巨視的に同時進行しているよう見えるが，微視的には業務
内の各作業の完了後，パイプライン的に次々と作業が後工程に流れる。
それには，各業務プロセスを細分化・標準化し，完了した部分ごとに
後工程に渡すのである (1個流しの発想）。これにより全体期間を短縮
できる。
③トータルライフサイクルの観点から作業の質を高める
・直列型推進方式（リレ一方式）
・CE方式（ラクビ一方式）
:c 期間短縮 ): 
： 
図6 直列型と CE型の製品開発方式
複数部門の専門家の協同作業とすることにより，さまざまな観点から
のチェックが行われ，専門知識が集約され，当該作業の完成度が高ま
る。これにより手戻りを少なくすることにより，全体の時間が短縮で
きる。
④必要に応じてCEチームを編成して対処する
協同作業の効率をさらに向上する目的で，状況によってはCEチーム
を形成する。
⑤情報の共有（製品データ，組織・管理データ）
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複数部門が使用するデータを共有し，作業を共有データの上で行なえ
るようにする。これによりプロセス間の情報伝達時間を短縮すること
ができるとともに，データの一貫性を維持することもできる。また，
後工程で発生した問題点を直ちに前工程に反映できる。この共有デー
タは複数部門が作業に使用できるようにトータルライフサイクルに関
わるすべての属性を具備している必要があり，製品データ (Product
Data)と称される。これを適切に管理するという考えが製品データ管
理 (PDM:Product Data Management)である。また，プロセス
(Process) との関連を強調し PPDM(Process and Product Data 
Management) ともいわれる。
情報の共有としてさらに組織・管理のデータがある。チームとして，
日標などの上位情報を共有し，整然と分担して並行作業ができるよう
にする。これらの情報共有は，製品の概念，要件，チームの考えを明
確にして，チームメンバーのベクトルをあわせる上でも重要である。
⑥チームメンバ—の特技的専門知識，技術を向上する横断的組織ではメン
バーの専門能力が高いことが必須条件である。そのため，常にその能
力向上のためのしくみが必要である。
5.4 CEと情報システム
CEの情報システムは製品データ管理 (PDM) を中心に構築される。
PDMではデータ管理機能，開発プロセス管理機能，ューザ・インターフェ
イス機能を備えることができる。そして，情報ネットワーク・システムが
それらのコミュニケーションを支える。
(1)データ管理
データ管理では，製品，ユニット，部品，原材料，設備，治工具，作業，
図面，文書， 3次元モデル，ソフトウエア等設計・製造に関するものはす
べて対象にする。さらに，それらの関連性も対象とするので部品表，図面
と部品の関係，ユニットと組み込まれるソフトウエアとの関係などを管理
60 (1026) 第 43 巻第 5 号
する。これら一連のデータの相関性の管理を総称してコンフィグレーショ
ン管理と呼ぶ。そして，セキュリティ上どのユーザーに，どこまでのデー
タのアクセス権があるかは，アクセス・コントロールで細かく指定する。
(2)開発プロセス管理
開発プロセス管理では，業務の流れの管理とそこで流通する電子フォル
ダの管理をする。電子フォルダはデータを束ねて操作を可能とするが，オ
プジェクトをここに取り込み必要な業務処理を行うときに用いる。もちろ
ん，処理後これを管理者にメールして，承認を得ることや関連の送付先を
指定して運用することができる。
(3)ユーザ・インターフェイス
ユーザ・インターフェイスでは，クライアント・サーバシステムとして
リンクするすべてのパソコン等で同一画面による操作， GUIによる操作，
システム統合化， API(アプリケーション・インターフェイス・プログラム），
WEBによる操作を可能とする。
(4)情報ネットワーク
CEは並行的開発をクロスファンクショナルな組織運営によって実施さ
れるが，開発製品が複雑になってくると，業務遂行に必要な情報の種類・
量を支援する情報インフラとしてのコミュニケーション基盤が必然的に要
請される。さもなければ，テクノロジーの限界に到達する前にコミュニケ
ーションの限界により製品開発は挫折することになる。そのため，前述し
たように PDMシステム等を利用し，情報技術を高度に活用した情報管理
とコミュニケーション・システムを構築することである。これにより情報
の共有化が可能となる。すなわち，情報ネットワークとデータベースを基
盤として，関連組織部門の専門職能間のロケーション，コンセプト，スケ
ジュール，ビジョンなどを共有化して，仮想的に協同化された開発空間を
実現することにある。
また， CEの効果を高めるため，情報ネットワークをより大容量で広域
化し（国際化），他部署の購買・製造・経理部門などのデータベースと共用
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したり，開発に必要な情報を共有化するレベルを高めなければならない。
これは製品設計時に，より広範囲の情報統合化を実現し，各関連部署が協
力的かつ並行的（コンカレント）に業務分担をして開発活動を効率的に推
進可能とし，開発リードタイムの短縮化を可能とするからである。
5.5 CEを支援する CALS
CALSは情報のデイジタル化（標準化）とネットワーク化（情報統合化
技術）を用いて，広域化した取引企業間の情報共有化や多重活用を図るも
のである。装備品などの設計，開発生産，調達，管理，後方支援などライ
フサイクル全般について，経費削減， リードタイム短縮，品質向上をめざ
すものである。 1980年代末に組織ができ， 90年代にはヨーロッパにも広が
った。 CALSは，ペーパーレスの情報化社会を目指し，標準化により，企
業間のコラポレーションに有用な情報インフラということが出来る。元来，
米国防総省が兵器マニュアルの保管•更新に利用するために考えられたも
のであるが，民間企業に普及した。自動車・航空機産業，建設産業などに
図7 CALSの概念
（出典：谷武幸，製品開発のコストマネジメント，中央経済社,P.220) 
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普及しつつある。
たとえば，製品メーカー，部品メーカー，整備業者などが共同で技術・
製品開発情報や保守データを共有する情報システムとして活用している。
そこでは，CADシステムで作成された設計データが円滑に送受信できるの
で開発等のスピードは飛躍的に向上する。部品メーカーなどが設計段階で
開発・試作生産に参加するためには， CADデータ交換のための STEP
(Standard for the Exchange of Product model data)技術が用いられる
が，この技術はISOが標準化を推進しているもので，製品の生産技術情報
をコンピューターで処理できるように，あいまいさをなくして表現するだ
けでなく，特定のシステムに依存しない，システムから独立した形式で情
報の交換と共有，蓄積ができるものである。単に CAD/CAMのためのデ
ータファイルの交換にとどまらず，広範な技術情報の処理や表現までを扱
うことを狙っている。生産システム構築の基盤技術として重要であるので
CEには欠かせないものである。また技術文書のデータ交換のための
SGML (Standard Generalized Markup Language) も普及し，さらに
XML (eXtended Markup Language) という規格も出ている。
表1 CALSの主な規格
対 象 規格名 内 容
デ
文 書 SGML (Standard Gener- 電子的な文書の構造と情報の内容を
データ alized Markup Language) 表現するための言語規格。
I 図 面 STEP (Standard for the 製品の設計や生産に関するデータの
夕 データ Exchange of Product 記述や交換を行うための規格。
交
Model Data) 3次元データが扱える。
IGES (Initial Graphics CAD/CAMデータの交換規格で製
換 Metafile) 品の形状モデルと図面が対象。
技 商取引 EDI (Electronic Data 取引データを電子化するための規格。
術
データ Exchange) 国連のEDIFACT,米国のANSIX.
12, 日本のCII標準などがある。
情報 情 報 CITIS (Contractor 業務や技術などの情報の電子的なア
サーピ サーピス Integrated Technical クセスや共有に関する規格。
ス Information Service) 
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6. 情報共有化を円滑化する「開発組織・チーム」……NECの事例
製品開発作業は，開発担当者の能カ・モチベーション・創造力等，人的
要因に依存する割合が非常に高いため，「組織・チーム」による対応は，新
製品開発管理体系の中で最も重要な要因である。これは，組織に関する問
題であるため，まず， トップのリーダーシップが不可欠であり，管理者，
開発者，関係者の意識改革なしには進めることは不可能である。
重要なことは，各担当者の仕事の進め方を改革するために，いかに効果
的な開発組織を編成できるかにかかっている。
開発•生産技術•生産管理・品質管理・資材等，機能別の各部門が各々
の担当範囲内で，直列的に仕事を進めている場合は，作業の流れがシリア
ルタイム化し易く，情報交流が少ないため後工程で発生したトラプル・ミ
スの手戻りが必要な時にはロスが多発しがちである。このため，部門横断
的プロジェクトチームを編成するとともにコロケーションを考慮して，効
果的なコミュニケーションを促進することによって初期設計のロスの削減
が期待できる。
(1)部門横断プロジェクトチーム制
相互補完的な情報共有化を促進するために，部門横断プロジェクトチー
ム制を採用し，プロジェクトマネージャ (PM)の下に全開発リソースを
ー同に集め，開発初期段階に短期集中的に開発を進める体制を確立する。
これにより，次のような効果が生まれる。
①情報共有の円滑化・迅速化
②各自の役割の明確化と事前処理の可能化
③下流活動の上流へのフィードバックの円滑化
④意思決定権限の委譲による協調的環境の創造
また，製品開発環境に適合した部門横断プロジェクトチームを編成する
ために，プロジェクトの重要度，開発リソースの有効活用等の項目を基準
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にプロジェクトの評価を行い，その優先度により，以下のタイガーチーム，
ヘビーウェイトチーム，ライトウェイトチームの 3つにチーム形態を分け
て編成し，最適なチーム形態を適宜，選定している。
①タイガーチーム
全体的な重要度と緊急度の高い製品開発プロジェクト時に採用（他社
からの急襲への反撃や主導権確保のための戦略機種の開発，プロダク
ト・マネージャーは役員レベル）
②ヘビーウェイトチーム
通常機種の製品開発プロジェクトの場合に採用（通常機種のパソコン
本体の設計，プロダクト・マネージャーは部長，課長クラス）
③ライトウェイトチーム
比較的小規模で重要度の高くない製品開発プロジェクト時に採用（オ
プション部品の開発，バージョンアップ開発，プロダクト・マネージャ
ーは主任レベル）
(2)コ・ロケーション
部門横断プロジェクトチームによる製品開発を円滑化するためには，近
接配置環境での開発が効果的である。これはCo-Locationと呼ばれるが，
相互の形式知を越えた情報共有化が効果的に進む上に，フィードバックや
ディスカッションの機会を増やし，問題発生時の迅速な対応が可能となる。
また，関係者間の作業進捗度の相互把握，他の作業内容や課題への理解促
進等が副次的に進み，いわば，製品開発プロセスの目で見る管理につなが
る。特に，タイガーチームの場合には，チーム全員を宿泊施設を備えた開
発研修センターに集結させ，短期集中開発の環境作りを進めることがある。
7. データベース
変化への柔軟性のある新製品開発活動のためには，フラットな職能組織
で，ボトムアップの長所を生かした情報収集と効率的な意志決定を可能に
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する情報共有システムを構築すると共に開発チームに権限を委譲すること
が要請される。そして，開発チームの個々人が効率的に情報を管理し，創
造的な活動を行うことが重要である。そのためには人的ネットワークをサ
ポートするシステムが有効であるが，これは部門横断チームで広範囲な情
報共有を可能にする情報インフラストラクチャづくりでもある。具体的に
はプロジェクト情報，設計情報，およぴ蓄積された部品・製品のデータ等
の共有データベースを構築活用することが有効となる。
開発設計において重視される情報には表2のようなものがある。
表2 開発設計における主要情報
(1)開発企画…現有の製品別売上・原価•利益額とそれらの推移，製品別クレーム情報，
ユーザー・モニターの改良要望情報，試験・検査情報，他社の商品情報，
販売担当者の情報，市場調査情報，業界情報，海外の原料価格等関連情
報，工業所有権（特許など）情報，法令・企画・条例関連する研究開発情報
(2)製品企画…製品コンセプト別のデザインに関する情報，部品・製品別の図面，仕様
書規格 (ISO•JIS など公的規格，ューザーやメーカー等の規格，社内規
格など），原価標準の情報，機能分類コード別部品の材料種別所要量，購
入単価，工程別加工工数，工程別加工費率
(3)製品設計…工程別外注加工費，各材料・部品のコスト・テープル，設備・ 治工具・
金型などの耐用年数，精度，能力，購入部品情報（購入先別単価，納期
など）機能・コストの過去の改善情報，試作情報
(4)量産設計…組立工程設計情報，部品別加工工程設計情報，作業設計情報，生産シス
テム，設計情報，量産試作情報（性能，品質，エ数，コスト等）テスト
マーケティング情報
データベースを活用した設計の効果性と効率性のために次のような活動
が前提となる。
(1)開発担当者個人の利用する情報の整理．整頓と情報リテラシーの向上
(2)管理システムの確立（更新の管理等）
(3)情報の共有化（データ・ベース化）のための名称統一，コード化，マ
ニュアル化
(4) CAD, QFD, VE, GT, IE, QC, EEなどのツールの共通認識
新製品開発活動を情報システム的側面から支援する概念モデルを図 8に
示す。
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（開発プロセス） （情報システム）
・市場トレンド情報
．顧客情報収集分析システム 新
（クレー ム・モニター 等情報） 製
・市場競合情報 品
・研究調査支援システム 開
（先端技術情報、特許 発
情報、社内開発情報） 管
・コンセプト創造支援システム 理
（統計的手法など） シ
・技術開発情報支援システム ス
テ
・設計支援情報システム ム
(3次元CADなど）
・試作支援システム
•生産準備支援システム
（工程設計システム、資材
購買外注管理システム）
•生産管理システム
(MRP・ 在庫管理等システム）
・販売管理システム
図8 新製品開発を支援する情報システム
8. おわりに
新製品開発活動は研究・開発（設計），生産準備，購買，生産，販売など
のプロセスを経て市場に導入される。それは，企業のヒト・モノ・カネ・
チエなどの経営資源を注ぎ込むことであり，新製品に対して品質（機能），
コストを作り込む価値創造のプロセスでもある。特に新製品は新規かつ独
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創的なものが要求されるので，それを生み出すための情報資源が重要であ
る。それは知恵，ノウハウ，システムなど技術的・市場的情報であり，情
報システム・技術は創造活動を強力に支援する手段である。情報資源が重
視されるのは，それが一朝ータに得られるものではなく，長期間の失敗と
成功を繰り返す試行錯誤のなかで，研究開発の技術者集団が学習し培った
ものであるからである。そして，誰にも簡単にキャッチアップできない情
報資産となる。これは，市場競争での優位な位置を占めるための必要条件
であることを強く再認識しなければならない。
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